
東京都住宅供給公社 

 

第１ 監査の目的 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第７項に基づき、都が出えん等を行ってい

る団体に対して、団体の事業が出えん等の目的に沿って適切に運営されているか、監査を実施す

る。 

 

第２ 監査の対象 

１ 監査対象団体及び局 

区分 監査の対象 実地監査期間 監査の範囲 

団体 東京都住宅供給公社 平成30年10月5日から同月26日まで 平成28年度及び 

平成29年度の事業 局 都市整備局 平成30年10月3日、同月25日及び26日 

 

２ 団体の概要 

設立の目的 地方住宅供給公社法（昭和40年法律第124号）に基づき、住宅を必要とする

都民に対して賃貸住宅等を供給し、都民の生活の安定と社会福祉の増進に

寄与することを目的として設立した特別法人 

主な沿革 昭和41年4月1日 東京都住宅供給公社設立 

昭和45年12月1日 財団法人都営住宅サービス公社設立 

平成元年4月1日 財団法人都営住宅サービス公社を統合 

事業の概要 ・公社住宅の建設と賃貸 

・都営住宅等の管理・工事の受託、指定管理者 

所在地 東京都渋谷区神宮前五丁目53番67号 

組織 7部、16窓口センター、1出張所 

人員 役員 6名（理事長1名、理事4名（うち非常勤1名）、監事1名） 

職員 1,366名（正規職員598名、契約社員等768名） 

都
と
の
関
係 

出資 資本金1億500万円のうち、東京都出資額1億500万円（100％） 

補助金 

（表1） 

5億8,442万余円（平成28年度交付額） 

5億7,263万余円（平成29年度交付額） 

貸付金 

（表2、表3） 

4,125億3,318万余円（平成28年度末残高） 

4,022億1,664万余円（平成29年度末残高） 

事業の委託 

（表4） 

565億8,045万余円（平成28年度委託料） 

540億7,671万余円（平成29年度委託料） 

経常収益に占める都

からの収益（表5） 
経常収益1,351億余円のうち631億余円（46.7％） 

職員の派遣等 常勤職員 7名を都から派遣 

常勤役員4名が都退職者 

東京都監理団体等 都は団体を監理団体に指定し、財政・事業運営の指導監督を行っている。 

 経営目標の 

達成度評価 
平成28年度：－  平成29年度：Ｂ 

公の施設の管理運営 

（表6） 

88億3,580万余円（平成28年度指定管理料） 

89億5,532万余円（平成29年度指定管理料） 

 指定管理者 

運営状況評価 
平成28年度：Ａ+  平成29年度：Ｓ 
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（表１）補助金の交付状況                            （単位：千円） 

住宅等区分 補助金名 根拠 

交付額 

平成 

27年度 

平成 

28年度 

平成 

29年度 

一般賃貸住宅 

家賃等補助金 

東京都住宅供給公社賃貸住宅

建替事業の高齢低所得世帯等

及び生活保護世帯家賃減額に

要する費用に対する補助金交

付要領 

136,956 102,165 41,835 

震災避難者受入れ

に伴う補助（共益

費・補修費等） 

東北地方太平洋沖地震等によ

る避難者の都営住宅等への受

入れに伴う公社住宅の一時提

供に関する協定 

1,334 1,530 4,013 

建設費補助金 
都市居住再生促進事業補助金

交付要綱 
1,200 23,500 149,500 

地代補助金 
東京都住宅供給公社の都民住

宅建設事業に対する助成要領 
- - 92,967 

優良民間賃貸住宅

等利子補給金 

優良民間賃貸住宅等利子補給

補助金交付要綱 
193,561 146,099 75,135 

都民住宅 家賃等補助金 都民住宅制度補助金交付要領 217,556 78,902 47,288 

地代補助金 
東京都住宅供給公社の都民住

宅建設事業に対する助成要領 
108,417 109,536 16,364 

震災避難者受入れ

に伴う補助（共益

費・補修費等） 

東北地方太平洋沖地震等によ

る避難者の都営住宅等への受

入れに伴う公社住宅の一時提

供に関する協定 

770 - - 

借上都民住宅 家賃等補助金 都民住宅制度補助金交付要領 131,309 76,155 31,531 

震災避難者受入れ

に伴う補助（共益

費・補修費等） 

東北地方太平洋沖地震等によ

る避難者の都営住宅等への受

入れに伴う公社住宅の一時提

供に関する協定 

2,217 3,556 6,501 

管理事務費補助金 都民住宅制度補助金交付要領 37,052 229 - 

サービス付き 

高齢者向け 

住宅 

建設費補助金 
サービス付き高齢者向け住宅

整備事業補助金交付要綱 
- 42,746 107,500 

合計 830,372 584,420 572,633 
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（表２）一般賃貸住宅貸付金残高の推移                     （単位：百万円） 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 

期末残高 
期中増 

（都民振替） 

期中減 

（返済） 
期末残高 

期中増 

（都民振替） 

期中減 

（返済） 
期末残高 

176,571 49,774 11,133 215,213 53,107 10,228 258,092 

 

（表３）都民住宅貸付金残高の推移                        （単位：百万円） 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 

期末残高 
期中減 

（返済） 
期中減 

（一賃振替） 期末残高 
期中減 

（返済） 
期中減 

（一賃振替） 期末残高 

247,206 111 49,774 197,320 88 53,107 144,125 

 

（表４）主な委託事業                             （単位：百万円） 

区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

都営住宅等管理（受託業務） 38,978 43,010 40,770 

都営住宅耐震診断・改修 7,795 8,379 5,099 

都営住宅建替事業（工事監理等） 2,194 3,176 5,741 

その他教育庁施設維持管理 1,674 1,450 1,896 

 

（表５）経常収益に占める都からの収益の推移                （単位：百万円、％） 

区分 
平成27年度 平成28年度 平成29年度 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

経常収益 136,373 100  138,975 100  135,118 100  

 
都からの収益 63,153 46.3 67,097 48.3 64,493 47.7 

  
補助金 2,704 2.0 2,381 1.7 2,188 1.6 

  
業務委託 60,449 44.3 64,716 46.6 62,305 46.1 

 
他からの収益 73,220 53.7 71,878 51.7 70,625 52.3 

一般会計経常収益 85,737 62.9 84,237 60.6 82,423 61.0 

 
都からの収益 16,172 11.9 15,882 11.4 15,432 11.4 

  
補助金 2,704 2.0 2,381 1.7 2,188 1.6 

  
業務委託 13,469 9.9 13,501 9.7 13,244 9.8 

 
他からの収益 69,565 51.0 68,355 49.2 66,991 49.6 

都営住宅管理会計経常収益 50,980 37.4 54,913 39.5 52,749 39.0 

 
都からの収益 46,981 34.5 51,215 36.9 49,062 36.3 

  
業務委託 46,981 34.5 51,215 36.9 49,062 36.3 

 
他からの収益 3,999 2.9 3,698 2.7 3,687 2.7 

内部取引消去 △344 △0.3 △174 △0.1 △53 △0.0 

 

（表６）公の施設の管理運営                           （単位：千円） 

施設名 指定管理期間 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

都営住宅等 平成26年4月1日から平成31年3月31日まで 8,642,508 8,835,803 8,955,327 
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第３ 監査の結果 

１ 運営に関する事項 

（１）監査の観点 

東京都住宅供給公社（以下「公社」という。）は、都営住宅等の管理を都から委託されて行っ

ていることから、主に都営住宅等の管理業務について、適正性、公平性等の観点から改善すべ

き点がないか監査を行うとともに、部門別の損益を中心に、経営状況について、総勘定元帳、

伝票、証ひょう等の抽出により検証した。 

（２）事業実績及び損益 

公社は、主に、約７万３千戸の公社住宅の賃貸と約２５万６千戸の都営住宅等の管理を行っ

ている。 

損益は表７のとおりであり、公社住宅の賃貸等による一般会計の事業収益８２１億余円、都

営住宅管理に係る委託料５２６億余円で事業収益は１，３４８億余円となっている。 

公社住宅の管理原価等一般会計の事業原価が７２３億余円、都営住宅管理原価等が５２０億

余円、総務部の人件費等各事業に属さない一般管理費が１４億余円で、事業原価は合計 

１，２４４億余円である。 

この結果、８９億余円の事業利益を計上し、当期純利益は８３億余円となっている。 

 

（表７）損益計算書                             （単位：百万円、％） 

勘定科目 
平成 

27年度 

平成 28年度 平成 29年度 

 
増減額 増減率 

 
増減額 増減率 

事業収益 135,945 138,607 2,663 2.0 134,806 △3,802 △ 2.8 

 一般会計 85,310 83,694 △1,615 △ 1.9 82,111 △1,584 △ 1.9 

 都営住宅等管理会計 50,635 54,913 4,278 8.4 52,695 △2,218 △ 4.2 

事業原価 122,744 125,349 2,604 2.1 124,403 △ 945 △ 0.8 

 一般会計 72,436 71,277 △1,158 △ 1.6 72,341 1,063 1.5 

 都営住宅等管理会計 50,309 54,071 3,763 7.5 52,063 △2,008 △ 3.9 

一般管理費 1,402 1,405 3 0.2 1,457 52 3.6 

 一般会計 730 737 7 0.9 771 34 4.4 

 都営住宅等管理会計 671 667 △  4 △ 0.6 686 18 2.7 

事業利益 11,799 11,854 55 0.5 8,945 △2,909 △ 32.5 

 一般会計 12,144 11,680 △ 464 △ 3.8 8,999 △2,681 △ 29.8 

 都営住宅等管理会計 △345 174 519 △150.5 △54 △ 228 425.2 

その他経常収益 429 368 △  60 △ 14.1 312 △  56 △ 17.9 

その他経常費用 611 630 19 3.2 632 2 0.4 

特別利益 54 695 641 1184.7 96 △  599 △621.0 

特別損失 3,697 1,771 △1,926 △ 52.1 344 △1,427 △415.0 

当期純利益 7,974 10,516 2,543 31.9 8,378 △2,139 △ 25.5 

 

（３）財政状態 

財政状態は表８のとおりであり、平成２９年度末における流動資産は６０９億余円で、この

うち、５１２億余円が現預金及び有価証券である。固定資産１兆１，８４８億余円のうち、賃
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貸事業用資産が１兆１，６１２億余円を占め、これらは公社住宅に係る土地建物等が主である。 

流動負債は５４２億余円で、このうち、２０７億余円が次期償還の社債及び長期借入金で、

固定負債７，７３７億余円のうち、６，２９５億余円が社債及び長期借入金で、公社住宅等の

建設資金の調達原資である。 

 

（表８）貸借対照表                             （単位：百万円、％） 

勘定科目 
平成 

27年度 

平成 28年度 平成 29年度 

 
増減額 増減率 

 
増減額 増減率 

流動資産 58,671 60,162 1,491 2.5 60,970 808 1.3 

 
うち現預金 37,171 39,652 2,480 6.7 38,105 △ 1,547 △ 3.9 

 
うち有価証券 9,085 9,600 516 5.7 13,105 3,505 36.5 

固定資産 1,204,815 1,190,298 △14,517 △1.2 1,184,874 △ 5,424 △ 0.5 

 
うち賃貸事業資産 1,177,503 1,166,944 △10,559 △0.9 1,161,256 △ 5,688 △ 0.5 

資産合計 1,263,486 1,250,460 △13,026 △1.0 1,245,844 △ 4,616 △ 0.4 

流動負債 48,381 52,391 4,011 8.3 54,204 1,812 3.5 

 
うち次期償還社債 10,000 15,000 5,000 50.0 3,500 △11,500 △76.7 

 

うち次期返済 

長期借入金 
9,495 9,174 △   321 △3.4 17,280 8,106 88.4 

固定負債 816,134 788,581 △27,553 △3.4 773,775 △14,806 △ 1.9 

 
うち社債 177,100 171,100 △ 6,000 △3.4 185,500 14,400 8.4 

 
うち長期借入金 492,670 472,718 △19,951 △4.0 444,025 △28,693 △ 6.1 

負債合計 864,514 840,972 △23,542 △2.7 827,979 △12,993 △ 1.5 

資本合計 398,971 409,488 10,516 2.6 417,865 8,378 2.0 

負債及び資本合計 1,263,486 1,250,460 △13,026 △1.0 1,245,844 △ 4,616 △ 0.4 

 

（４）事業運営に関する評価 

公社住宅の賃貸事業については、一般賃貸住宅の家賃収益率が９６％を維持しているなど、

ケア付き高齢者住宅（明日見らいふ南大沢）事業を除き、健全な経営状況を維持している。 

都営住宅に係る都からの受託事業については、事業原価は概ね実費清算であり、間接費の増

減により、損失と利益を交互に計上しているが、事業利益の０．６％（平成２９年度）であり、

経営状況への影響は認められない。 

一方、都営住宅等の管理については、別項指摘事項のとおり、不適正使用の是正事務や滞納

整理事務の公平性などに改善を要する事項が見受けられた。公社は、適正かつ公平な都営住宅

等の管理に努める必要がある。 

また、局は、公社に業務を委託するに当たっては、その業務の目的や意義を説明することを

始め、適切な業務遂行の徹底が図られるよう十分な指導を行うとともに、都営住宅の管理に係

る適切な仕様や定めなどにより、公社が適正かつ公平な都営住宅等の管理を行える環境を整え

る必要がある。このほか、都民住宅に係る補助金の算定方法の誤りも認められた。 

 

運営に関する事項は以上のとおりであり、公社の事業は監査を実施した限りにおいて、別項指摘
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事項のとおり、都営住宅等の管理業務を除き、出えん等の目的に沿って運営されていると認められ

る。 

２ 指摘事項 

（１）都営住宅の不適正使用の是正業務を網羅的に実施しているか確認すべきもの 

都は、公社を指定管理者として使用料の収納、滞納整理、入居者管理、設備保守等、都営住宅

の管理を行わせている。 

都営住宅は住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で使用させるもので、使用者の資格

は公営住宅法（昭和２６年法律第１９３号）及び東京都営住宅条例（平成９年東京都条例第７７

号）に規定されている。 

局は、これらの資格要件を満たさなくなった場合等（内容は表９のとおり。以下「不適正事例」

という。）の指定管理者における取扱いを「不適正事例に係る事務の取扱いについて」（平成１４

年２月２２日付１３住管指第６９５号）により定めており、公社は、入居者管理の一環として、

不適正事例に係る通報の受付、調査及び指導等の事務を行っている。 

ところで、公社は、不適正事例を、各窓口センターの巡回管理人による定期巡回と相談・苦情

の受付とによって捕捉している。 

このうち、定期巡回で捕捉したものについては、不適正事例是正指導票により継続的に把握し

ている。 

一方、相談・苦情によって捕捉した不適正事例については、各窓口センターにおいて、内容、

対応状況、表１０に掲げる区分をお客様対応システム（以下「システム」という。）に入力してい

る。公社は、受け付けた相談・苦情のうち未完了のものをシステムのホーム画面に表示し、表 

１１のとおり、処理ができる仕組みを構築している。 

しかしながら、各窓口センターがシステムで完了入力を行うとその事例はホーム画面に表示さ

れなくなるため、受付番号や住戸等で特定しない限り、対応状況を確認できなくなる。システム

には区分ごとに一覧出力する機能がないため、完了入力後においては、本社及び局は、各窓口セ

ンターが是正すべき不適正事例の全てに対応しているかを確認することができない。 

不適正事例の是正事務は、住宅困窮者に住宅を提供する都営住宅の意義を担保するものである

とともに、居住者間の公平を確保し、居住環境を維持するものであるから、不適正事例の全てに

ついて是正指導を行う必要があるが、事後にこれを確認できない状態となっており、適正でない。 

公社は、システムの情報を活用して不適正使用の是正を網羅的に実施しているか確認できる態

勢を整えられたい。 

局は、不適正使用の是正業務を網羅的に実施していることを確認されたい。 

（東京都住宅供給公社） 

（都市整備局） 
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（表９）不適正事例の区分と内容 

区分 内容 

１ 不正入居 許可なく名義人に代わって不正に入居している者 

２ 不正同居 許可なく不正に同居している者 

３ 無断退去 届けなく無断で退去した者 

４ 長期不在 届けなく長期にわたり都営住宅等を不在にしている者 

５ 単身死亡 単身で入居していた者が死亡し、承継する者がいない者 

６ 無許可営業 申請なく都営住宅等の室内又は共用敷地内で営業している者 

７ 不正増築 許可なく増築している者 

８ 不正改築 許可なく改築している者 

９ 共用地占拠 都営住宅等の共用施設、共用敷地を許可なく占拠する者 

10 持家 名義人及び同居人が、他に住宅を取得したとき 

11 動物飼育 動物飼育者のうち、他人に多大な迷惑をかけている者 

12 要医療 近隣に多大な迷惑行為を行っている者のうち、近隣居住者、自治会及び官公

庁等の連絡により医療行為が必要と思われる者 

13 迷惑駐車 承諾なく都営住宅等の敷地内に駐車している者 

14 その他不適正 １～13 以外の不適正使用者（その他の近隣迷惑行為を行う者） 

 

（表１０）システムに入力する不適正事例等の区分 

受付種別 内容分類 区分 

修繕・苦情・相談 生活トラブル 騒音 

動物飼育 

ごみ処理・ごみ収集 

迷惑行為 

居住実態・不適正居住 

近隣住民間トラブル 

その他（生活トラブル） 

施設管理 有料駐車場に関すること 

自転車に関すること 

バイクの置き方・放置 

無断駐車 

放置車両 

無断ポスター 

不法占拠 

敷地不正使用 

構内営業（出店） 

樹木・垣根・フェンス 

ごみ不法投棄 

避難障害 

害鳥・害虫 

集会所 

その他（施設管理） 

 

  

245



（表１１）相談・苦情受付時のお客様対応システムへの入力 

① 相談・苦情を受け付けた部署において、苦情内容等の入力 

 

入力項目 不適正居住、敷地不正使用など表１０の区分を選択 

対象場所（団地、棟、住戸、駐車場）、対象者を入力 

会話メモ欄に内容を入力 

  

② 苦情の入力があると対応すべき部署（都営住宅の場合には各窓口センター都営相談係）のお客様対

応システムのホーム画面に表示 

③ 対応時に件名・対応内容を入力 

④ 対応完了後、システムで「完了」を入力するとホーム画面に表示されなくなる 
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（２）住宅長期不在届について 

東京都営住宅条例第２１条第２項及び同施行規則（平成１０年東京都規則第２５号）第２５条

の規定は、都営住宅を一か月以上使用しない使用者は住宅長期不在届を提出しなければならない

と定めている。 

都は、長期間の不在により、管理上支障が生じる恐れがあるため、また、真に住宅に困窮して

いる都民が広く入居できるよう、「同居許可及び使用承継許可並びに世帯員変更等の届出に関する

事務処理マニュアル」により、不在期間は原則として１年以内であり、１年を超える場合には使

用者に対して住宅返還を指導することとしている。 

また、使用者から届を受けた公社は、使用者世帯の居住状況を把握し、不適正使用の防止を図

るため、不在期間等を都営住宅管理総合システム（以下「システム」という。）に入力することと

している。 

各窓口センターにおいて、住宅長期不在届に係る事務処理について見たところ、次のとおり、

適切でない事例が見受けられた。 

 

ア 住宅長期不在届の不在の期間を正確に入力すべきもの 

小平窓口センターは、表１２のＡ、Ｂのように往復の航空券の日付が確認できる書類が添付

されている場合であっても、一律に不在期間の始期を届出日、終期をその１年経過日として処

理しており、実際の不在の期間を届出させていない。この結果、届出者から帰宅届が提出され

るまでの間、システムでは不在の実態が正確に把握できず、適切でない。 

このことについて、小平窓口センターは、万一不在期間が延びることを考慮し、最長の期間

として受付したとのことであるが、届出者にヒアリングの上、通常想定される最長の範囲内で

終期を届出させるべきである。 

公社は、住宅長期不在届の不在の期間を正確に入力するよう事務を改められたい。 

（東京都住宅供給公社） 

 

（表１２）住宅長期不在届の事例 

届出者 不在の理由 入力された不在期間 添付書類による不在期間 

Ａ 実家帰省 
平成29年7月14日 

～平成30年7月13日 

往路搭乗日は平成29年7月15日 

復路搭乗日は平成29年9月15日 

（実際の帰宅日は平成29年10月5日） 

Ｂ 旅行 
平成29年6月22日 

～平成30年6月21日 

往路搭乗日は平成29年7月4日 

復路搭乗日は平成29年9月24日 

帰国日は平成29年9月26日 

（実際の帰宅日は平成29年9月26日） 

 

  

247



イ 住宅長期不在届の初回受理時の取扱いを定めるべきもの 

局は、公社に対し、「住宅長期不在届の取り扱いについて」（平成２５年１０月２１日）の中

で、不在期間が１年を経過しても、帰宅の可能性がある場合には、個別の状況等に応じて、例

外的に届出の再提出による不在期間の延長を認めており、入院等を理由とした２回目以降の住

宅長期不在届が提出された場合、各窓口センターは、疾病や身体等の状況等をよく確認するこ

ととしている。 

このため、公社は、「住宅長期不在届に係る都営住宅管理総合システムへの入力について」（平

成２６年５月１日）により、各窓口センターで、表１３の内容について聞き取り、システムに

入力することとしている。 

そこで、各窓口センターにおける入院等を理由とした住宅長期不在届の取扱いを見てみると、

亀戸窓口センターでは、初回の届出であっても、表１３の内容について聞き取り、表１４のＣ

のとおり、システムに入力している。 

一方、小平窓口センターでは、初回の届出のときは、表１４のＤのとおり、これを行ってお

らず、具体的な状況をシステムにより情報共有できない状況となっている。 

この差異は、局が、入院等を理由とした住宅長期不在届に係る初回の届出について、届に添

付する書類についてのみ定め、聞き取りや入力の内容について具体的な取扱いを定めていない

ことによるものである。 

局は、窓口センター間の取扱いに差異が発生しないよう、また、長期不在届の提出の趣旨に

沿うよう、初回の届についても取扱いを定められたい。 

（都市整備局） 

 

（表１３）住宅長期不在届に係るシステムへの入力事項 

① 病院・施設名 

② 住民票移動の有無 

③ 対象者の現況 

④ 住宅返還の案内の有無 

 

（表１４）窓口センターによる入力内容の差異 

届出者 窓口センター 不在期間 入力内容 

Ｃ 亀戸 平成29年12月6日 

～平成30年12月5日 
特記事項としてシステム入力された項目は、対象

者の現況等、表13で掲げる4項目 

Ｄ 小平 平成29年10月19日 

～平成30年10月18日 

特記事項としてシステム入力された項目は、連絡

先のみ 
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ウ 不在期間の始期を届出のとおりとするよう要領を改めるべきもの 

「都営住宅名義人及び名義人の配偶者一時転出届事務取扱要領」（２住管指第１１６号）によ

ると、局は、不在期間の始期を、届出日以降としており、届出日より前の日を始期とすること

を認めていない。 

ところで、表１４のＣは、届出の期間の始期（平成２９年７月６日）を届出日（平成２９年

１２月６日）より前の日としていたため、亀戸窓口センターは、始期を届出日に修正するとと

もに、終期をその１年経過した日に修正した。このため、入力されたＣの不在期間が当初届出

内容と比べて５か月間長くなり、実質的に１年５か月となっている。 

しかしながら、不在期間の始期を届出日以降とすることが、実質的に１年以上の不在期間を

認めることにつながるとともに、届出が遅れた者の方が長期間の不在期間を認められることと

なり、公平な取扱いとならず、適切でない。 

局は、不在期間の始期を届出のとおりとするよう要領を改められたい。 

（都市整備局） 

  

249



（３）都営住宅使用料の滞納整理について 

局は、都営住宅使用料等に係る滞納整理事務を、「指定管理業務仕様書」（以下「仕様書」とい

う。）により定めている。 

また、公社は、「外勤職員の基本的事項」（以下「公社規定」という。）を定め、滞納整理を担当

する外勤職員（非常勤嘱託員）に配布している。仕様書及び公社規定による滞納整理事務の方法

は、表１５のとおりである。 

そこで、公社が行った滞納整理の事例を１０件程度抽出して確認したところ、次のとおり、適

正でない事項が認められた。 
 
（表１５）滞納整理事務の方法 

対象者 例：4月末納期限分が滞納の場合 仕様書 公社規定 
滞納が確定した者 5月20日（システム反映日）以降 ― 電話 

納期限の翌月末の滞納者 6月1日以降 
文書、電話、訪問

のいずれか 訪問 

2か月分以上の滞納者 5月末納期限分も滞納と確定した日

（6月20日）以降 
訪問 訪問 

 
ア 指導記録の作成により効果的な納付指導を行うべきもの 

公社の滞納整理事務について見たところ、次のとおり、適切でない事例が認められた。 

①  公社規定によると、電話による納付指導は、外勤職員が所持するハンディーターミナル

の指導記録に残すこととされているが、表１６のＡ、Ｂ及びＣについては、電話に関する

記録がされておらず、納付指導の確認ができない。 

② 滞納発生後、早期に納付指導を行うことは、速やかな滞納の解消を促すとともに滞納の累

積を予防する効果が見込める。規程等では、電話や訪問等の開始時期については表１５のと

おり定めているものの、いつまでに行うべきかを定めていない。次月には新たな滞納が発生

する状況からすれば、納付指導に着手できない事案を発生させないためにも、初回の訪問は、

次の滞納による訪問開始の時期までに行うことが必要である。 

このことから、Ｃについては、７月中に訪問すべきであったところ、９月に訪問を行って

いる。このことについて、公社は、Ｃから支払の申し出があったためとしているが、指導記

録にその内容が残されておらず、公社内において、滞納整理上必要な情報の共有ができてい

ない。 

③ Ｄは、１か月分の滞納を繰り返しており、公社によると、電話による納付指導を行ってい

たとのことである。しかしながら、この指導記録が作成されておらず、納付指導の確認がで

きない。また、公社によると、Ｄは毎回訪問前に自主的に納付しているとのことであるが、

指導記録がないため、滞納者の状況や支払の傾向が把握できない。 

 

公社は、滞納整理上必要な情報を指導記録に残すことで、効果的な納付指導を行われたい。 

（東京都住宅供給公社） 
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（表１６）公社の滞納整理事務の事例（抜粋）                     （単位：円） 

滞納者 当初納期限（注） 滞納確定日 解消日 累計 
滞納金額 指導記録 

Ａ 平成30年5月末 平成30年6月20日 平成30年8月3日 82,060 平成30年7月30日訪問 

Ｂ 平成30年1月末 平成30年2月20日 平成30年4月14日 9,650 平成30年3月22日訪問 

平成30年5月末 平成30年6月20日 平成30年8月14日 10,880 平成30年7月22日訪問 

Ｃ 平成30年5月末 平成30年6月20日 平成30年10月18日 10,200 
平成30年9月13日訪問 

平成30年6月末 平成30年7月20日 － 20,400 

Ｄ 

平成29年12月末 平成30年1月20日 平成30年2月9日 14,500 

指導記録の作成なし 
平成30年2月末 平成30年3月20日 平成30年4月3日 14,500 

平成30年3月末 平成30年4月20日 平成30年4月29日 14,500 

平成30年5月末 平成30年6月20日 平成30年7月17日 14,500 

（注）累積滞納の場合は、直近の滞納債権の納期限を表示している。 
 

イ 滞納を繰り返す者に滞納状況に応じた効率的かつ効果的な納付指導をすべきもの 

仕様書では、早期からの納付指導により滞納解消までの期間の短縮を図ること及び滞納を繰

り返す者に対しては強力に指導することとしている。 

ところで、過去の指導記録から、長年滞納を繰り返してきているＥ（直近の滞納状況は表 

１７のとおり）の平成３０年４月末納期限の滞納分については、公社規定によると、滞納確定

（平成３０年５月２０日）後、まずは電話による納付指導を行い、同年６月１日以降（指摘ア

の考え方からすると、実質同年６月中）に訪問指導することとしている。しかしながら、直接

の交渉に着手した時期は同年８月であった。 

また、東京都営住宅条例第３９条第２号では、正当な事由がなく使用料を３か月以上滞納し

たとき、都は使用者に対し住宅の明渡しを請求することができると定められており、この法的

措置（住宅明渡請求に係る訴訟）対象者を選定するため、局は、対象者の選定基準を定め、対

象候補者を公社に報告させている。 

この選定基準により、Ｅは、平成３０年７月時点で法的措置対象者に該当したため、公社は、

同年８月に局へ報告したところ、局は、滞納者と接触できるまで外勤職員による納付指導を継

続するよう公社に指示し、Ｅを法的措置対象者から除外している。 

しかしながら、Ｅは、これまで、表１８のとおり、数か月分滞納し、それをまとめて支払う

と、再び数か月間は納付指導に応じないという状況が常態化しているだけでなく、滞納期間・

金額も大きくなっていることからも、法的措置対象者として選定し、支払を促していくことが

効率的かつ効果的である。 

局及び公社は、滞納を繰り返す者には、滞納状況に応じて効率的かつ効果的な納付指導を行

われたい。 

（東京都住宅供給公社） 

（都市整備局） 
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（表１７）Ｅに係る直近の滞納整理事務                     （単位：円） 

滞納月 
滞納確定日 

（平成30年10月27日解消） 

累計 

滞納金額 
指導記録 

平成30年4月分 平成30年5月20日 30,700 平成30年7月19日文書、 

平成30年8月29日訪問（不在）、 

平成30年8月31日電話（不在）、 

平成30年9月6日訪問（不在）、 

平成30年9月27日訪問（不在）、 

平成30年10月3日電話（不在）、 

平成30年10月19日文書 

平成30年5月分 平成30年6月20日 61,400 

平成30年6月分 平成30年7月20日 92,100 

平成30年7月分 平成30年8月20日 122,800 

平成30年8月分 平成30年9月20日 153,500 

平成30年9月分 平成30年10月20日 184,200 

 
（表１８）Ｅの過去の滞納整理の状況（平成２８年以降抜粋）                     （単位：円） 

滞納期間 支払月 支払金額 滞納残額 
平成28年1月分（一部）～平成28年3月分（一部） 平成28年5月 60,000 33,440 

平成28年3月分（一部）～平成28年5月分（一部） 平成28年7月 50,000 51,060 

平成28年5月分（一部）～平成28年6月分（一部） 平成28年8月 30,000 47,960 

平成28年6月分（一部）～平成28年7月分（一部） 平成28年10月 40,000 61,760 

平成28年7月分（一部）～平成28年9月分（一部） 平成28年12月 50,000 65,560 

平成28年9月分（一部）～平成29年3月分 平成29年4月 173,160 （注） 0 

平成29年4月分～平成30年8月分（一部） 平成29年10月 120,000 14,000 

平成29年8月分（一部）～平成30年2月分 平成30年3月 174,800 （注） 0 

（注）それぞれ、平成２９年５月・平成３０年４月に法的措置対象者として選定される予定であった。 

 

ウ 仕様書の定めを改めるべきもの 

仕様書では、「２か月以上の滞納者」に対し、納付指導記録を作成し、催告や納付指導の際に

活用することが定められている。これは、局によると、「２か月分以上、滞納が累積した」場合

という意味であったが、公社は「滞納発生から２か月経過」した場合という意味に解釈し、仕

様書の内容を正確に理解していない状況にあった。 

また、滞納が１か月分のみの場合、定めがなく指導記録が作成されないこととなる。 

しかしながら、表１６のＤの事例のように、滞納が１か月分のみの場合であっても指導記録

がなければ、公社が滞納者に対し、適切に納付指導を行ったかどうか、確認できない。滞納者

の状況や支払の傾向を把握し、その情報を共有して効果的な滞納整理事務を行う上でも、指導

記録は重要である。 

局は、仕様書を正確な文言に改めるとともに、２か月分以上の滞納者に限定することなく、

滞納が確定し、公社が納付指導を行った時点で指導記録を作成するよう、仕様書を定められた

い。 

（都市整備局） 
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エ 公平性の確保に留意し滞納整理を網羅的に行うべきもの 

仕様書では、滞納者に対し、早期から納付指導を行い、滞納解消までの期間の短縮を図るこ

とを定めているが、都営住宅の使用料という性質上、滞納整理事務を網羅的に行う必要もある。 

しかしながら、公社は、いつまでにどのような納付指導を行うか標準的な手順を定めていな

いため、滞納者に対し、滞納整理事務を網羅的に行うことができない状況となっている。 

実際に、公社は、週１回外勤職員を本社に出勤させ、主に指導実績（収納額、訪問件数等）

及び法的措置対象候補者に係る個別対応状況の確認を行っているものの、滞納整理すべき全対

象のうち、未着手の案件が残っていないかどうかについての確認を行っていない。また、シス

テムから滞納一覧表を出力できないとして、滞納案件の一元的な進行管理をしていない。 

また、局は、公社に対する検査を年２回行っているが、抽出による外勤日報や指導記録内容

の確認が主となっており、滞納整理事務が網羅的に行われているかどうかの確認を行っていな

い。 

公社は、外勤職員による滞納整理事務が、網羅的に行われているかどうか確認し、進行管理

を適切に行われたい。 

局は、公平性の確保に留意して、滞納整理事務を網羅的に行えるよう仕様書に定めるなどす

るとともに、公社に対し適切な指導及び検査を行われたい。 

（東京都住宅供給公社） 

（都市整備局） 

 

オ 連帯保証人への働きかけを行うべきもの 

東京都営住宅条例第１１条第１項によると、都営住宅の使用者は連帯保証人を立てなければ

ならない。また、仕様書によると、２か月分の滞納者が翌月になっても滞納を解消しない場合、

連帯保証人への働きかけを行うとされている。 

しかしながら、公社は、電話・訪問による連帯保証人への働きかけについては規定等により

定めておらず、外勤職員が適切に働きかけを行っているかどうか、外勤職員によって差異が生

じていないかどうか、確認できない状況となっている。 

公社は、連帯保証人への働きかけについて、具体に規定等で定め、外勤職員に適切に行わせ

られたい。 

（東京都住宅供給公社） 

 

  

253



（４）都営住宅における火災に伴う損害賠償請求等の取扱いを定めるべきもの 

都営住宅における火災に伴う損害賠償請求及び原状回復に要する費用の請求について、損害賠

償請求に係るものは「都営住宅が火災により焼損した場合の処理に関する要綱」（昭和５４年３月

２８日付５３住管財・災第３４号。以下「要綱」という。）、原状回復に係るものは東京都営住宅

条例に基づいて、局が請求を行うべきか決定する。公社では、火災の復旧工事と工事に要した経

費等の管理を行うとともに、局の損害賠償請求等の決定を受けて火災による住宅返還に伴う保証

金の清算事務を行う。 

しかしながら、局は、要綱について検討を行っているとして、平成２５年度以降、損害賠償請

求等を行うかについて、決定を行っておらず、適正でない。 

この結果、公社は、監査日（平成３０年１０月２６日）現在、表１９のとおり、５９件の火災

による退去者に対し、保証金の清算を行えていない。 

局は、公社が都営住宅における火災に伴う清算事務を行えるよう、損害賠償請求等を行うか決

定されたい。 

（都市整備局） 

 

（表１９）損害賠償請求・保証金清算を行っていない件数、金額    （単位：件、円） 

退去年度 件数 未清算保証金合計 補修費合計（注） 

平成24年度 1 70,200 70,200 

平成25年度 11 604,600 76,196,175 

平成26年度 9 465,200 45,150,156 

平成27年度 14 494,400 106,286,472 

平成28年度 8 320,900 28,525,068 

平成29年度 13 613,200 228,463,848 

平成30年度 3 313,400 37,260,000 

合計 59 2,881,900 521,978,919 

（注）概算金額を含む。 
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（５）都営住宅に係る委託業務の契約変更等の手続を適正に行うべきもの 

局は、都営住宅の耐震化について、都営住宅耐震化整備プログラム（平成２４年７月）により、

平成３２年度に耐震化率を１００％とすることを目標に、表２０のとおり、都営住宅耐震診断・

耐震改修に係る業務委託契約を公社と締結しており、公社から契約業者への支払実績をもとに、

四半期ごとに精算基準に基づいて支払をしている。 

この契約について見たところ、次のような状況が認められた。 

① 表２１の事例のとおり、契約した対象団地と執行計画に記載されている団地に相違がみられ

るが、契約変更等の手続が行われていない。 

② 契約した対象団地と異なる団地の実績があっても実績報告を承認している。 

このことについて、局は、公社と打合せを行い、団地・住棟の状況に合わせて対象団地の変更

をし、その内容で年間執行計画の申請を受け、承認しており、計画に基づき事業を実施させてい

るとしている。 

しかしながら、契約変更等の手続が行われていないことから、合理的な理由なく契約対象団地

を変更し、契約で求めた履行が確保されていないこととなり、適正でない。 

局は、都営住宅に係る委託業務の契約変更等の手続を適正に行われたい。 

（都市整備局） 

 

（表２０）契約一覧（平成２８年度及び平成２９年度が契約期間に含まれるもの） 

№ 契約件名 契約金額 契約期間 

1 
平成２９年度都営住宅耐震診断・耐震改修事業に

係る業務委託 
4,311,701,280円 

平成29年4月1日から 

平成32年3月31日まで 

2 
平成２８年度都営住宅耐震診断・耐震改修事業に

係る業務委託 
8,800,197,480円 

平成28年4月1日から 

平成31年3月31日まで 

3 
平成２７年度都営住宅耐震診断・耐震改修事業に

係る業務委託 
11,793,837,600円 

平成27年4月1日から 

平成30年3月31日まで 

4 
平成２６年度都営住宅耐震診断・耐震改修事業に

係る業務委託 
8,513,296,560円 

平成26年4月1日から 

平成29年3月31日まで 

 
（表２１）平成２８年度契約の例 

 １ 耐震診断費分 

平成28年度契約書対象団地一覧 平成28年度実績一覧 

団地名 号棟 団地名 号棟 

稲城アパート 10 田柄二丁目アパート 1 

稲城アパート 11 田柄二丁目アパート 2 

稲城アパート 14 田柄二丁目アパート 3 

２ 項目ごとの対象団地の比較表 

項目 
契約書対象数 実績数 

  契約書にあるもの 契約書にないもの 

１ 耐震診断費 3 3 0 3 

２ 改修設計費 22 2 1 1 

３ 改修工事費 68 140 36 104 
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（６）都民住宅用地に係る補助金の算定方法を見直すべきもの 

局は、都民住宅制度要綱（平成５年７月３０日付５住開都第３５２号）及び東京都住宅供給公社

の都民住宅建設事業に対する助成要領（平成５年７月３０日付５住開都第３４９号。以下「要領」

という。）に基づき、公社に都民住宅用地として都有地等を貸し付ける場合の貸付料等に係る補助

金を交付している。この補助金の算定方法について確認したところ、次のとおり適切でない点が見

受けられた。 

 

①  補助金の算定方法は、土地の貸付料が、「都有地を都民住宅用地として貸し付けること及び

その場合の権利金等の取扱いについて（方針）」（平成６年４月２０日決定）に基づいて算出

する、一般会計で所管する土地の貸付料の額（以下「一般会計貸付料相当額」という。）を超

えるときに、当該超える額を補助することとしている。 

また、一般会計貸付料相当額は、一般会計所管用地の土地価格の１％並びに固定資産税及び都

市計画税相当額の合計額となっている。 

そこで、補助金額の内訳を見たところ、表２２のとおり、土地貸付料は貸付元との契約に基づ

き随時改定されて増減しているが、一般会計貸付料相当額は、土地評価額の変動に応じて増減す

べきところ、局は、事業開始当時のまま改定していない。 

 

② 要領に基づいて、都及び公社は、事業年度ごとに補助の限度額や期間などについて契約を締結

している。 

ところが、補助金額の算定においては事業年度ごとに区別しておらず、根拠なく全ての団地に

ついて土地貸付料と一般会計貸付料相当額との差額の合計額を補助金額としている。 

このため、事業年度ごとに算定した場合には、平成３年度事業は差額がマイナスとなり補助対

象とならないところ、同額が補助金額から減額される結果となっており、局は、この算定方法を

認め、補助金額を確定させている。 

 

以上のことから、現在の一般会計貸付料相当額を試算し、事業年度ごとに補助金額を算定したと

ころ、表２２のとおり、補助金の交付額が平成２８年度及び平成２９年度合計で１億１，１３１万

４，７９２円（監査事務局試算）の過少となり、補助金額が適正に算定できていない。 

局は、都民住宅に係る補助金の算定方法を見直されたい。 

（都市整備局） 
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（表２２）補助金額の内訳 

 

（平成２８年度） 

（単位：円）   

 現状の補助金額 試算額 

事業 
年度 団地名 

 
土地貸付料 

a 

一般会計貸
付料相当額 

b 

 
差引補助金 

a-b 

一般会計貸
付料相当額 

c 

 
差引補助金 

a-c 

平成 

3年度 

トミンタワー
台場三番街 41,204,949 17,318,892 23,886,057 17,375,993 

27,556,646 
トミンハイム
玉川田園調布 24,212,496 54,169,116 △29,956,620 19,757,692 

トミンハイム
三田二丁目 4,300,458 23,409,444 △19,108,986 5,027,572 

平成 

4年度 
トミンタワー
東雲 98,712,375 3,563,352 95,149,023 2,028,679 96,683,696 

平成 

5年度 

トミンハイム
台場三番街 3,309,380 1,593,744 1,715,636 1,598,754 

24,289,394 
トミンハイム
台場五番街 35,228,105 12,607,932 22,620,173 12,649,337 

平成 

8年度 

トミンタワー
台場一番街 31,478,949 13,508,724 17,970,225 13,323,376 

18,155,573 
トミンタワー
千住五丁目 10,957,620 13,697,028 △ 2,739,408 10,957,620 

合計 249,404,332 139,868,232 109,536,100 82,719,023 166,685,309 

試算額との差額 57,149,209 

 

（平成２９年度） 

（単位：円）   

 現状の補助金額 試算額 

事業 
年度 

団地名 
 

土地貸付料 
a 

一般会計貸
付料相当額 

b 

 
差引補助金 

a-b 

一般会計貸
付料相当額 

c 

 
差引補助金 

a-c 

平成 

3年度 

トミンタワー
台場三番街 42,688,590 17,318,892 25,369,698 18,001,639 

28,641,079 
トミンハイム
玉川田園調布 25,674,360 54,169,116 △28,494,756 20,950,591 

トミンハイム
三田二丁目 4,551,984 23,409,444 △18,857,460 5,321,625 

平成 

4年度 
トミンタワー
東雲 92,789,220 3,563,352 89,225,868 1,906,950 90,882,270 

平成 

5年度 

トミンハイム
台場三番街 3,428,538 1,593,744 1,834,794 1,656,322 

25,163,968 
トミンハイム
台場五番街 36,496,548 12,607,932 23,888,616 13,104,796 

平成 

8年度 

トミンタワー
台場一番街 32,612,400 13,508,724 19,103,676 13,803,106 

18,809,294 
トミンタワー
千住五丁目 10,957,620 13,697,028 △ 2,739,408 10,957,620 

合計 249,199,260 139,868,232 109,331,028 85,702,649 163,496,611 

試算額との差額 54,165,583 
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（７）小口・緊急修繕及びあき家修繕について 

公社は、公社が整備し管理している公社住宅等及び都から受託し管理する都営住宅等の小口・

緊急修繕やあき家修繕等、表２３に掲げる修繕を公社が指定する工事店（平成２９年度現在 

３９３者）に行わせている。 

平成２９年度に公社が発注した小口・緊急修繕は、１６万５千余件、１５９億１，２１９万余

円となっている。 

そこで、小口・緊急修繕、あき家修繕の発注管理について見たところ、次のとおり適切でない

事項が見受けられた。 

 

（表２３）工事店の業務 

№ 工事店の業務 

1 雨漏り、給排水管の漏水その他住宅等の小破損部分の小口修繕 

2 断水、停電、塀の倒壊等の緊急修繕 

3 迅速性を要する小額の修繕 

4 台風、地震時等の待機及び災害復旧等修繕に係る対応 

5 業務時間外の修繕対応 

6 あき家補修 

7 樹木せん定等業務 

8 廃棄物処理業務 

9 その他公社が協力を依頼する業務 
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ア 小口・緊急修繕を行う工事店の選定に係る規程を定めるべきもの 

公社は、原則として、契約の相手方を競争入札、見積り合わせなどにより決定することとし

ている。この方法は、提供を受ける物・サービスの内容を仕様書で定め、その対価を最も安く

提示した者を契約の相手方に決定するもので、担当者の恣意をいれる余地なく、対価の多寡を

基準として客観的かつ合理的に契約の相手方を決定することができる。 

一方、小口・緊急修繕は、年間１６万余件に及ぶ膨大な住宅及び附帯設備の小規模修繕申込

みに対応するため、毎年度、あらかじめ、公募により地区別・業種別に複数の工事店を選定し、

工事単価を定めて契約を締結しておき、修繕の申込みを受けたとき等修繕の必要が発生したと

きに、工事店を選定して発注する制度である。しかし、個々の修繕指示における工事店の決定

過程には、競争入札等で担保されている客観性や合理性がない。このため、工事店の決定過程

については明確な選定基準を定めるなど、客観性や合理性を担保する別の仕組みが必要である。 

ところで、公社は、都営住宅、公社住宅等の住民から、相談や苦情、修繕依頼を電話で受け

付けるため、お客様センターを設置し、その運営を業者に委託している。 

お客様センターでは、受け付けた内容の対応を担当部署に依頼しているが、小口・緊急修繕

のうち、定型的な内容のものについては、お客様センターのオペレーターが工事店の選定及び

発注を行い、公社職員が内容を確認し、決定している。 

このことについて、公社は、オペレーターによる工事店の選定はお客様対応システムの工事

店候補一覧画面により行っており、一覧画面にはエリア・業種が該当する工事店が公社の定め

る発注量の平準化に配慮した選定順位に従って表示され、原則として、この上位の工事店に発

注するとしている。また、当該住戸の補修履歴から補修実績のある工事店に依頼する場合や、

同一団地で既に他の発注がある場合は同じ工事店に依頼する等の運用も行っているとしている。 

しかしながら、公社はオペレーターが工事店を選定する際の基準を規程として定めておらず、

委託業務の仕様書及びお客様センターの業務を定めている修繕受付窓口業務マニュアルのいず

れにも記載がなく、公社から委託業者への文書による指示も確認できない。 

公社は、工事店の決定過程の客観性や合理性を担保するため、小口・緊急修繕を行う工事店

の選定に係る規程を定められたい。 

（東京都住宅供給公社） 
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イ 廃棄物の処理を適正に行うべきもの 

公社は、公社住宅や都営住宅等の維持管理のため、小口・緊急工事店契約を締結している。

このうち、廃棄物の処理については、業の許可を受けた工事店と小口・緊急工事店（廃棄物処

理業種）として契約を締結している。 

ところで、住宅の敷地内に残置された廃棄物の処理責任は当該建築物の所有者等にあり、放

置バイクは金属くず、廃プラスチック等に分類される産業廃棄物である。 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）によると、産業廃棄物の

収集運搬及び処分を行う場合、収集運搬は産業廃棄物の収集・運搬の許可を受けた業者と、処

分は産業廃棄物処分の許可を受けた業者と、それぞれ委託契約を結ばなければならないことと

されている。 

しかしながら、公社は表２４のとおり、廃棄物処理業種として契約を締結していない小口・

緊急工事店に、産業廃棄物として扱うべき放置バイクの収集運搬及び処分を行わせている。 

このことは、本来、公社自らが排出事業者として、収集運搬、処分を行う業者と直接契約し

て廃棄物として処理すべきところ、公社はこれを行っていないこととなり、適正でない。 

公社は、小口・緊急修繕契約による廃棄物の処理について適正に行われたい。 

（東京都住宅供給公社） 

 

（表２４）西新井・立川・府中窓口センターにおける放置バイクの撤去状況 

（単位：件、円） 

年度 件数 金額 

平成 28年度 18 697,572 

平成 29年度 27 1,655,856 

合計 45 2,353,428 
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第４ 運営状況の概要 

１ 運営状況 

（１）公社住宅 

ア 一般賃貸住宅 

一般賃貸住宅は、公社が建設・管理する中堅所得者世帯向けの賃貸住宅で、平成２９年度

末現在、管理団地数１９７、管理戸数６万５，１６９戸で、平成２９年度における家賃収入

率（注）は９６．４％である。 

一般賃貸住宅管理事業に係る収益は、５１２億余円、管理原価は４２５億余円で、差引 

８７億余円の利益となっている。 

損益の３年推移を見ると、表２５のとおり、収益は微増傾向で推移しているのに対し、管

理原価が主に修繕費の増加により増加しており、利益は減少傾向で推移している。修繕費の

増加は入居者自身で設置した浴槽・給湯設備について、希望世帯を対象に公社負担で更新を

行ったことが主な要因となっている。 

 

（注）家賃収入率：家賃収入の額／全住戸に入居がある場合の家賃収入の額 

 

（表２５）一般賃貸住宅の管理状況及び損益                  （単位：百万円、％） 

区分 
平成 

27年度 

平成 28年度 平成 29年度 

 
増減数 増減率 

 
増減数 増減率 

管理状況 

 

各年度末団地数 181 191 10 5.5 197 6 3.1 

各年度末管理戸数 63,622 64,949 1,327 2.1 65,169 220 0.3 

各年度末利用戸数 61,188 62,621 1,433 2.3 62,834 213 0.3 

家賃収入率 96.1 96.3 - - 96.4 - - 

損益の状況 

一般賃貸住宅管理収益 47,664 49,504 1,840 3.9 51,225 1,721 3.5 

 

家賃収入 43,725 45,681 1,956 4.5 47,145 1,464 3.2 

補助金収入 331 248 △   82 △24.9 210 △   38 △15.4 

繰延建設補助金収入 245 457 212 86.5 568 111 24.3 

駐車場使用料収入 2,023 2,089 65 3.2 2,135 46 2.2 

管理費収入 120 125 5 4.1 139 14 11.2 

その他収入 1,219 903 △  316 △25.9 1,027 124 13.7 

一般賃貸住宅管理原価 34,980 38,035 3,055 8.7 42,517 4,482 11.8 

 

減価償却費 8,551 9,627 1,076 12.6 10,023 396 4.1 

支払利息 3,810 4,000 191 5 3,775 △  225 △ 5.6 

引当金繰入 5,257 5,136 △  120 △ 2.3 6,246 1,109 21.6 

管理経費 12,718 14,221 1,503 11.8 17,394 3,173 22.3 

管理事務費 4,644 5,050 406 8.7 5,080 29 0.6 

損益 12,684 11,469 △1,215 △ 9.6 8,707 △2,762 △24.1 
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イ 公社施行型都民住宅 

公社施行型都民住宅は、特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成５年法律第 

５２号）及び東京都都民住宅制度要綱に基づき、広さ・設備など一定の基準を満たした同居

親族のある中堅所得者世帯向けの都民住宅で、公社が建設したものである。 

平成２９年度末現在、管理団地数３５、管理戸数６，０３８戸で、平成２９年度における

家賃収入率は９６．９％である。 

都民住宅は、都との契約による２０年の管理期間が終了したことにより、一般賃貸住宅に

切り替わりつつあり、損益の３年推移を見ると、表２６のとおり、都民住宅としての管理終

了に合わせて収益・費用とも減少し、損益は平成２８年度までの損失から利益に転換してい

る。 

なお、平成３４年度には全て一般賃貸住宅となる予定である。 

 

（表２６）公社施行型都民住宅の管理状況及び損益           （単位：件、戸、百万円、％） 

区分 
平成 

27年度 

平成28年度 平成29年度 

 
増減数 増減率 

 
増減数 増減率 

管理状況 

 

各年度末団地数 52 42 △   10 △19.2 35 △    7 △ 16.7 

各年度末管理戸数 8,253 6,933 △1,320 △16.0 6,038 △  895 △ 12.9 

各年度末利用個数 7,891 6,694 △1,197 △15.2 5,845 △  849 △ 12.7 

家賃収入率 94.3 96.4 - - 96.9 - - 

損益の状況 

都民住宅管理収益 13,292 10,927 △2,366 △17.8 9,457 △1,470 △ 13.5 

 

家賃収入 11,164 9,232 △1,932 △17.3 8,066 △1,166 △ 12.6 

補助金収入 326 188 △  138 △42.2 64 △  125 △ 66.2 

繰延建設補助金収入 1,223 1,011 △  212 △17.4 900 △  111 △ 11.0 

駐車場使用料収入 542 463 △   79 △14.6 391 △   72 △ 15.5 

その他収入 37 32 △    5 △12.8 36 4 10.9 

都民住宅管理原価 14,209 10,969 △3,240 △22.8 9,410 △1,560 △ 14.2 

 

減価償却費 4,975 3,670 △1,305 △26.2 3,152 △  518 △ 14.1 

支払利息 2,731 2,118 △  613 △22.4 1,756 △  362 △ 17.1 

引当金繰入 1,125 887 △  238 △21.2 835 △   52 △  5.9 

管理経費 4,456 3,585 △  871 △19.5 3,069 △  516 △ 14.4 

管理事務費 922 709 △  213 △23.1 598 △  112 △ 15.7 

損益 △917 △43 874 △95.3 47 89 △209.9 
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ウ 借上型都民住宅 

借上型都民住宅は、民間の土地所有者等が建設し、公社が借り上げて管理している都民住

宅で、平成２９年度末現在、管理団地数６１、管理戸数２，１１０戸で、平成２９年度にお

ける家賃収入率は８５．８％である。 

借上型の都民住宅は、２０年の借上げ期間が終了しつつあり、損益の３年推移を見ると、

表２７のとおり、借上げ終了に合わせて収益・費用とも減少しているが、利益には大きな変

動はない。 

なお、平成３４年度には全て管理終了となる予定である。 

 

（表２７）借上型都民住宅の管理状況及び損益              （単位：件、戸、百万円、％） 

区分 
平成 

27年度 

平成 28年度 平成 29年度 

 
増減数 率 

 
増減数 率 

管理状況 

 

各年度末団地数 113 87 △   26 △23.0 61 △   26 △29.9 

各年度末管理戸数 4,064 3,066 △  998 △24.6 2,110 △  956 △31.2 

各年度末利用戸数 3,443 2,635 △  808 △23.5 1,841 △  794 △30.1 

家賃収入率 82.8 85.5 - - 85.8 - - 

損益の状況 

借上都民住宅管理収益 6,067 4,742 △1,325 △21.8 3,392 △1,350 △28.5 

 

家賃収入 5,397 4,289 △1,108 △20.5 3,108 △1,181 △27.5 

補助金収入 168 76 △   92 △54.6 32 △   45 △58.7 

修繕受託収入 487 369 △  118 △24.3 244 △  125 △33.9 

その他収入 14 8 △    6 △39.8 9 1 8.6 

借上都民住宅管理原価 5,880 4,524 △1,355 △23.1 3,190 △1,335 △29.5 

 

借上料 4,887 3,774 △1,114 △22.8 2,684 △1,090 △28.9 

施主引渡金 104 55 △   49 △47.3 24 △   31 △55.9 

維持修繕費 211 162 △   49 △23.2 117 △   45 △27.7 

空家修繕費 252 185 △   67 △26.6 113 △   72 △39.2 

管理事務費 426 349 △   76 △17.9 252 △   97 △27.7 

損益 187 218 31 16.5 203 △   15 △ 6.9 
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エ ケア付き高齢者住宅 

ケア付き高齢者住宅「明日見らいふ南大沢」は、集合住宅に介護サービスを組み合わせた

利用権方式の介護付き有料老人ホームである。 

入居者は、入居時の年齢に応じた入居金及び特別介護費を前払いし、居室を専用使用する

とともに、生活施設や余暇・集合施設、健康管理介護施設を利用する権利を取得するもので

ある。 

入居実績及び損益の推移は、表２８のとおりであり、毎年度、損失を計上している。この

ことは、入居期間の経過に応じて入居時前受金を償却し、収益として計上していたところ、

償却が終了して収益を計上できない入居者が増加しつつあることによるものである。 

公社は、入居金の原価計算や全額前払方式から一部月払いへの転換等を行って、損益の改

善に努めている。 

 

（表２８）ケア付き高齢者住宅の管理状況及び損益                    （単位：件、戸、百万円、％） 

区分 
平成 

27年度 

平成28年度 平成29年度 

 
増減数 増減率 

 
増減数 増減率 

 

管理状況 

各年度末団地数 1 1 0 0  1 0 0  

各年度末管理戸数 370 370 0 0  370 0 0  

各年度末利用戸数 326 341 15 4.6 339 △ 2 △0.6 

入居率 88.1 92.2 - - 91.6 - - 

損益の状況 

明日見管理事業収益 1,264 1,273 9 0.7 1,319 45 3.6 

 

管理収入 408 408 0 0.1 440 32 7.7 

管理費収入 469 480 10 2.2 485 5 1.1 

介護サービス収入 387 386 △ 1 △0.3 394 8 2.1 

明日見管理原価 1,499 1,532 33 2.2 1,630 98 6.4 

 

管理費 632 659 27 4.3 723 64 9.7 

管理運営費 480 487 7 1.5 487 △ 0 △0.0 

介護サービス費 387 386 △ 1 △0.3 420 34 8.9 

損益 △235 △258 △24 10.1 △311 △53 20.4 
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オ サービス付き高齢者向け住宅 

サービス付き高齢者向け住宅は、高齢者が適切な負担で入居でき、サービススタッフによ

る生活相談や緊急時対応・安否確認等の生活支援サービスを提供するとともに、必要に応じ

て併設施設等の介護サービスや在宅医療などを利用できるものである。 

公社は、平成２３年に策定した少子高齢対策事業の方針に基づき、一般賃貸住宅の建替事

業に合わせて、サービス付き高齢者向け住宅の整備を行っている。 

この事業に係る管理状況及び損益は、表２９のとおりである。平成２９年度に損失を計上

しているが、これについて公社は平成２９年５月と１０月に開設した２団地８８戸について、

入居開始後、入居が完了するまでの間、家賃収益率が低い状態となる一方で、費用は管理戸

数に応じて必要となることによるものであり、平成３０年度以降は、損益はほぼ平衡すると

している。 

 

（表２９）サービス付き高齢者向け住宅管理事業収益の管理状況及び損益 

  （単位：件、戸、百万円、％） 

区分 
平成 

27年度 

平成28年度 平成29年度 

 
増減数 増減率 

 
増減数 増減率 

管理状況 

 

各年度末団地数 2 2 0 0  4 2 100  

各年度末管理戸数 136 136 0 0  224 88 64.7 

損益状況 

サービス付高齢者向け 

住宅管理事業収益 
279 274 △ 5 △ 1.8 355 81 29.7 

 

家賃収入 166 160 △ 5 △ 3.2 214 54 33.6 

施設家賃収入 97 97 0 0.1 113 16 16.2 

補助金収入 0 0 0 0  0 0 0  

繰延建設補助金収入 11 11 0 1.3 17 6 52  

駐車場使用料収入 4 4 0 0.2 6 2 58.5 

その他収入 1 1 △ 0 △ 0.8 4 3 625.4 

サービス付高齢者向け 

住宅管理事業原価 
246 265 19 7.7 363 98 37.1 

 

減価償却費 153 159 6 3.6 232 73 46  

支払利息 0 0 0 100  1 0 83.4 

引当金繰入 14 14 0 0  22 8 58.5 

管理経費 26 32 5 20.7 33 1 3.4 

管理事務費 53 60 8 14.4 76 16 25.9 

損益 33 9 △24 △73.6 △8 △17 △196.6 
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（２）建設事業 

公社は、「公社一般賃貸住宅の再編整備計画」（平成１５年策定、平成２６年改定）により、

表３０のとおり、公社一般賃貸住宅の建替えやストック活用による寿命の延長等を図ることと

している。 

建替えに係る実績は、表３１のとおりである。 

 

（表３０）公社一般賃貸住宅の再編整備計画の概要 

区分 内容 団地数 戸数 

建替え 全面建替え、一部住棟の建替え 20 8,047 

集約型建替え 周辺団地の建替え住宅等への住み替えによる集約 5 358 

ストック活用 建物外構の維持修繕、耐震化 10 6,087 

合計 35 14,452 

 

（表３１）平成２９年度公社住宅建替え実績 

区分 団地数 戸数 備考 

しゅん工 1 82 平成29年8月しゅん工 

継続 5 1,100  

合計 6 1,182  
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（３）都営住宅 

ア 指定管理 

公社は、都営住宅等の約２５万６，０００戸の指定管理者として、入居者に係る業務、住

宅使用料の収納及び滞納整理等の業務について実費清算の方式により、駐車場管理について

は利用料金方式により、都営住宅等の管理を行っている。 

公社の指定管理業務に係る費用は表３２のとおりである。 

 

（表３２）指定管理業務に係る費用             （単位：百万円） 

科目 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

都営等指定管理業務原価 7,770 7,866 7,990 

 

都営指定管理営繕事業 4,103 4,276 4,385 

 

都営等指定管理事務 1,496 1,498 1,506 

  

うち都営指定管理窓口事業 286 292 295 

  

うち都営指定管理収入調査 123 126 125 

  

うち都営指定管理滞納整理 434 426 440 

  

うち都営指定管理巡回管理 401 414 416 

 

（ア）入居者に係る業務 

入居者に係る業務は、各種申請の受付や収入認定、不適正指導等、都営住宅の適正かつ

公平な使用を維持するためのもので、業務実績の推移は表３３のとおりである。 

 

（表３３）入居者に係る業務実績                 （単位：件） 

区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

申請書受付 185,755 183,748 180,063 

収入認定 139,846 137,876 135,837 

不適正指導 921 773 855 

巡回管理人業務 208,306 205,980 208,828 

 

（イ）住宅使用料の収納・滞納整理 

住宅使用料の収納状況は、表３４のとおり、平成２９年度において２７５万余件６３９

億余円であり、過去３年間約９８％の収入率で推移している。このうち公社が行っている

滞納整理の状況は、表３５のとおり、期中の滞納発生よりも回収の方が上回っており、徐々

に滞納件数及び金額が減少している。 
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（表３４）都営住宅の調定・収入等の状況              （単位：千件、百万円、％） 

区分 年度 
調定 収入 収入率 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

現年度 

平成27年度 2,812  65,242  2,785  64,450  99.0 98.8 

平成28年度 2,785  64,649  2,759  63,861  99.1 98.8 

平成29年度 2,755  64,104  2,734  63,289  99.2 98.7 

過年度 

平成27年度 67  1,878  31  707  46.3 37.6 

平成28年度 55  1,506  30  697  54.5 46.3 

平成29年度 54  1,487  23  685  42.6 46.1 

計 

平成27年度 2,879  67,120  2,816  65,157  97.8 97.1 

平成28年度 2,840  66,155  2,789  64,558  98.2 97.6 

平成29年度 2,809  65,591  2,757  63,974  98.1 97.5 

 

（表３５）公社における滞納整理実績                  （単位：件、百万円） 

年度 
期首滞納残高 期中発生 期中回収 期中引継 期末滞納残高 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 

平成27年度 56,851 1,535 263,301 7,472 288,020 8,186 40,969 1,104 56,562 1,574 

平成28年度 56,562 1,574 262,490 7,618 278,868 8,129 42,377 1,214 53,931 1,528 

平成29年度 53,931 1,528 254,186 7,439 279,160 8,200 41,505 1,199 52,673 1,499 

（注）期中引継とは、法的処理のため、公社が局に滞納整理事務を引き継ぐことを言う。 

 

（ウ）駐車場管理 

都営住宅の駐車場管理の状況は、表３６のとおり、おおむね７０％の利用率となってい

る。 

 

（表３６）駐車場管理 

区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

駐車場利用数 33,733区画 32,989区画 32,279区画 

利用率 70.7％ 68.7％ 67.5％ 
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イ 管理受託業務 

公社は、指定管理業務とは別に、通常の委託業務として、局から都営住宅の営繕、募集業

務等を受託している。 

 

（ア）営繕業務 

営繕業務は、計画修繕、空家修繕等の住宅営繕、施設管理、昇降機設置等であり、住宅

営繕の実績は表３７のとおりである。 

 

（表３７）営繕業務に係る費用と事業実績                    （単位：百万円） 

区分 内容 
平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

金額 実績 金額 実績 金額 実績 

住宅営繕費 
 

29,511 
 

33,967 
 

30,799 
 

 
計画修繕費 

屋上防水、塗装、

給湯器取替え等 
13,030 2,037団地 18,367 1,473団地 14,854 1,293団地 

 
一般修繕費 

 
5,528 55,473件 5,239 56,516件 5,390 57,147件 

 
空家修繕費 

 
10,333 8,958戸 9,725 9,114戸 9,847 10,496戸 

 
その他 

 
620 

 
636 

 
708 

 
施設管理等 

 
6,024 - 5,448 - 6,425 - 

計 
 

35,535 
 

39,415 
 

37,224 
 

 

（イ）受託業務 

募集業務は、平成２８年度までの年４回の定期募集、直接受付に加え、平成２９年度か

ら毎月募集時期があるように１月から３月に月１回、毎月募集を開始した。募集状況は表

３８のとおり、これに係る費用は表３９のとおりである。 

 

（表３８）募集業務の状況                        （単位：件、戸、倍） 

区分 募集時期 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 

募集 

戸数 

応募 

件数 

平均 

倍率 

募集 

戸数 

応募 

件数 

平均 

倍率 

募集 

戸数 

応募 

件数 

平均

倍率 

定期募集 
5月・8月・11月・ 

2月 
7,705 137,680 17.9 7,825 132,190 16.9 8,313 129,353 15.6 

直接受付 7月・10月（注） 516 4,268 8.3 446 4,015 9.0 450 3,054 6.8 

毎月募集 1月・2月・3月 - - - - - - 150 179 1.2 

合計 
 

8,221 141,948 17.3 8,271 136,205 16.5 8,913 132,586 14.9 

（注）平成２７年度及び平成２８年度は１月も実施 

 

（表３９）受託事業費の内訳             （単位：百万円） 

区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

都営業務受託事務事業費 154 163 162 

都営等業務受託管理事務費 2,779 2,589 2,627 
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２ 財政状態 

一般会計の財政状態は表４０のとおりである。資産合計１兆２，２９４億余円のうち、１兆

１，６１２億余円が賃貸事業用の資産である。一方、負債・資本合計のうち、５２．９％に当た

る６，５０３億余円が社債及び長期借入金である。 

 

（表４０）主な科目の推移 

（単位：百万円、％） 

区分 
平成 

27年度 

平成28年度 平成29年度 

金額 増減額 増減率 金額 増減額 増減率 

流動資産 43,090 44,991 1,900 4.4 44,543 △    447 △  1.0 

 

現金預金 22,660 23,038 378 1.7 21,549 △  1,489 △  6.5 

有価証券 9,085 9,600 516 5.7 13,105 3,505 36.5 

未収金 6,260 7,252 992 15.8 6,749 △    503 △  6.9 

その他流動資産 5,084 5,100 15 0.3 3,140 △  1,960 △ 38.4 

固定資産 1,204,815 1,190,298 △ 14,517 △  1.2 1,184,874 △  5,424 △  0.5 

 

賃貸事業資産 1,177,503 1,166,944 △ 10,559 △  0.9 1,161,256 △  5,688 △  0.5 

貸倒引当金 △   71 △      76 △      5 7.0 △     61 15 △ 19.7 

その他固定資産 27,383 23,430 △  3,953 △ 14.4 23,679 249 1.1 

資産合計 1,247,905 1,235,289 △ 12,616 △  1.0 1,229,418 △  5,871 △  0.5 

流動負債 33,730 38,134 4,404 13.1 38,677 543 1.4 

 

次期返済長期借入金 9,495 9,174 △    321 △  3.4 17,280 8,106 88.4 

次期返済社債 10,000 15,000 5,000 50.0 3,500 △ 11,500 △ 76.7 

未払金 10,889 10,541 △    348 △  3.2 15,709 5,168 49.0 

その他流動負債 3,346 3,419 73 2.2 2,188 △  1,231 △ 36.0 

固定負債 815,204 787,667 △ 27,537 △  3.4 772,875 △ 14,792 △  1.9 

 

社債 177,100 171,100 △  6,000 △  3.4 185,500 14,400 8.4 

長期借入金 492,670 472,718 △ 19,951 △  4.0 444,025 △ 28,693 △  6.1 

繰延建設補助金 50,800 49,284 △  1,516 △  3.0 48,024 △  1,260 △  2.6 

その他 94,634 94,565 △     69 △  0.1 95,326 761 0.8 

負債合計 848,934 825,801 △ 23,133 △  2.7 811,552 △ 14,249 △  1.7 

資本金 105 105 0 0  105 0 0  

剰余金 398,866 409,383 10,516 2.6 417,760 8,378 2.0 

 

資本剰余金 360,582 370,164 9,582 2.7 379,428 9,264 2.5 

利益剰余金 15,861 15,861 0 0   15,861 0 0   

特定目的積立金 22,423 23,357 934 4.2 22,471 △    886 △  3.8 

資本合計 398,971 409,488 10,516 2.6 417,865 8,378 2.0 

負債・資本合計 1,247,905 1,235,289 △ 12,616 △  1.0 1,229,418 △  5,871 △  0.5 
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３ 参考資料 

 

一般会計損益計算書３年推移（経常まで）                                 （単位：百万円、％） 

科目 平成 

27年度 

平成28年度 平成29年度 

金額 増減額 増減率 金額 増減額 増減率 

事業収益 85,310 83,694 △1,615 △  1.9 82,111 △1,584 △  1.9 

 賃貸管理事業収益 69,711 67,822 △1,889 △  2.7 66,827 △  995 △  1.5 

  賃貸住宅管理事業収益 67,023 65,173 △1,850 △  2.8 64,073 △1,099 △  1.7 

  明日見管理事業収益 1,264 1,273 9 0.7 1,319 45 3.6 

  サービス付高齢者向け住宅 

管理事業収益 
279 274 △    5 △  1.8 355 81 29.7 

  賃貸施設等管理事業収益 1,145 1,102 △   43 △  3.8 1,080 △   22 △  2.0 

 管理受託住宅事業収益 1,878 2,100 222 11.8 1,865 △  235 △ 11.2 

  公共団体住宅管理事業収益 1,878 2,100 222 11.8 1,865 △  235 △ 11.2 

 その他事業収益 13,721 13,772 52 0.4 13,418 △  354 △  2.6 

  受託事業収益 13,261 13,338 77 0.6 13,056 △  282 △  2.1 

  長期割賦事業収益 284 246 △   38 △ 13.3 124 △  122 △ 49.6 

  その他事業収益 175 188 13 7.3 238 50 26.8 

事業原価 72,436 71,277 △1,158 △  1.6 72,341 1,063 1.5 

 賃貸管理事業原価 57,252 55,946 △1,306 △  2.3 57,620 1,675 3.0 

  賃貸住宅管理事業原価 55,069 53,528 △1,540 △  2.8 55,116 1,588 3.0 

  明日見管理原価 1,499 1,532 33 2.2 1,630 98 6.4 

  サービス付高齢者向け住宅 

管理事業原価 
246 265 19 7.7 363 98 37.1 

  賃貸施設等管理事業原価 438 621 182 41.6 511 △  109 △ 17.6 

 管理受託住宅管理事業原価 1,858 2,041 183 9.9 1,813 △  228 △ 11.2 

  公共団体住宅管理事業原価 1,858 2,041 183 9.9 1,813 △  228 △ 11.2 

 その他事業原価 13,326 13,290 △   36 △  0.3 12,907 △  383 △  2.9 

  受託事業原価 12,909 12,908 △    2 △  0.0 12,605 △  303 △  2.3 

  長期割賦事業原価 284 244 △   40 △ 14.1 125 △  119 △ 48.7 

  その他事業原価 133 139 6 4.4 177 38 27.6 

一般管理費 730 737 7 0.9 771 34 4.6 

 一般管理共通経費 730 737 7 0.9 771 34 4.6 

事業損益 12,144 11,680 △  464 △  3.8 8,999 △2,681 △ 23.0 

その他経常収益 428 542 114 26.7 312 △  230 △ 42.5 

 受取利息 35 7 △   28 △ 80.1 3 △    4 △ 52.4 

 補助金収入 270 264 △    6 △  2.0 268 4 1.6 

  地共済東京都負担金収入 270 264 △    6 △  2.0 268 4 1.6 

 雑収入 124 97 △   27 △ 21.5 41 △   57 △ 58.3 

 特別会計振替金 0 174 174 100 0 △  174 △100   

その他経常費用 955 630 △  325 △ 34.0 686 56 8.8 

 地共済負担金 270 264 △    6 △  2.0 268 4 1.6 

 雑損失 341 366 25 7.3 364 △    2 △  0.5 

 特別会計振替金 344 0 △  344 △100 53 53 100   

経常損益 11,617 11,592 △   24 △  0.2 8,625 △2,967 △ 25.6 
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一般会計損益計算書３年推移（特別利益から）                                 （単位：百万円、％） 

科目 平成 

27年度 

平成28年度 平成29年度 

金額 増減額 増減率 金額 増減額 増減率 

特別利益 54 695 641 - 96 △   599 △ 86.1 

 

固定資産売却益 0 200 200 100  0 △   200 △100  

前期損益修正益 54 4 △     50 △  91.9 96 92 ₋ 

計画修繕引当金戻入益 0 491 491 100  0 △   491 △100  

特別損失 3,697 1,771 △  1,926 △  52.1 344 △ 1,427 △ 80.6 

 
固定資産除却損 0 171 171 - 0 △   171 △ 99.9 

減損損失 3,697 1,600 △  2,097 △  56.7 344 △ 1,256 △ 78.5 

当期利益 7,974 10,516 2,543 31.9 8,378 △ 2,139 △ 20.3 

 

 

都営住宅管理会計損益計算書３年推移                   （単位：百万円、％） 

科目 
平成 

27年度 

平成28年度 平成29年度 

金額 増減額 増減率 金額 増減額 増減率 

事業収益 50,635 54,913 4,278 8.4 52,695 △ 2,218 △  4.0 

賃貸管理事業収益 50,513 54,704 4,191 8.3 52,487 △ 2,217 △  4.1 

 管理受託住宅事業収益 50,513 54,704 4,191 8.3 52,487 △ 2,217 △  4.1 

 

都営住宅等管理受託収益 38,978 43,034 4,056 10.4 40,770 △ 2,264 △  5.3 

都営等指定管理業務収益 8,002 8,181 179 2.2 8,292 111 1.4 

都営駐車場管理事業収益 3,532 3,489 △  43 △   1.2 3,426 △    63 △  1.8 

その他事業収益 122 209 87 71.3 208 △     1 △  0.5 

事業原価 50,309 54,071 3,762 7.5 52,063 △ 2,008 △  3.7 

 管理受託住宅管理事業原価 50,186 53,862 3,676 7.3 51,855 △ 2,007 △  3.7 

 

都営等管理業務受託原価 38,934 42,629 3,695 9.5 40,534 △ 2,095 △  4.9 

都営等指定管理業務原価 7,770 7,866 96 1.2 7,990 124 1.6 

都営駐車場管理事業原価 3,482 3,367 △ 115 △   3.3 3,331 △    36 △  1.1 

その他事業原価 122 209 87 71.3 208 △     1 △  0.5 

一般管理費 671 667 △    4 △   0.6 686 19 2.8 

 一般管理共通経費 671 667 △    4 △   0.6 686 19 2.8 

事業損益 △  345 174 519 △ 150.4 △   54 △   228 △131.0 
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一般会計貸借対照表（３年推移）                                          （単位：百万円、％） 

科目 
平成 

27年度 

平成28年度 平成29年度 

金額 増減額 増減率 金額 増減額 増減率 

流動資産 43,090 44,991 1,900 4.4 44,543 △    447 △ 1.0 

 

現金預金 22,660 23,038 378 1.7 21,549 △  1,489 △ 6.5 

有価証券 9,085 9,600 516 5.7 13,105 3,505 36.5 

未収金 6,260 7,252 992 15.8 6,749 △    503 △ 6.9 

その他事業資産 3,775 3,410 △  365 △  9.7 2,098 △  1,312 △38.5 

前払金 1,092 1,466 374 34.3 805 △    662 △45.1 

その他流動資産 217 223 6 2.9 237 14 6.1 

固定資産 1,204,815 1,190,298 △ 14,517 △  1.2 1,184,874 △  5,424 △ 0.5 

 

賃貸事業資産 1,177,503 1,166,944 △ 10,559 △  0.9 1,161,256 △  5,688 △ 0.5 

その他事業資産 13,427 13,191 △    236 △  1.8 17,414 4,223 32.0 

有形固定資産 2,525 2,563 38 1.5 2,656 94 3.6 

無形固定資産 1,361 1,120 △    241 △ 17.7 1,238 118 10.5 

その他固定資産 10,071 6,557 △  3,514 △ 34.9 2,371 △  4,186 △63.8 

貸倒引当金 △   71 △     76 △      5 7.3 △     61 15 △19.9 

資産合計 1,247,905 1,235,289 △ 12,616 △  1.0 1,229,418 △5,871 △ 0.5 

流動負債 33,730 38,134 4,404 13.1 38,677 543 1.4 

 

次期返済長期借入金 9,495 9,174 △    321 △  3.4 17,280 8,106 88.4 

次期返済社債 10,000 15,000 5,000 50 3,500 △ 11,500 △76.7 

未払金 10,889 10,541 △    348 △  3.2 15,709 5,168 49.0 

前受金 1,726 2,024 298 17.3 941 △  1,083 △53.5 

預り金 1,620 1,395 △    225 △ 13.9 1,247 △    148 △10.6 

固定負債 815,204 787,667 △ 27,537 △  3.4 772,875 △ 14,792 △ 1.9 

 

社債 177,100 171,100 △  6,000 △  3.4 185,500 14,400 8.4 

長期借入金 492,670 472,718 △ 19,951 △  4.0 444,025 △ 28,693 △ 6.1 

長期前受金 3,300 3,433 132 4.0 3,300 △    133 △ 3.9 

預り保証金 13,260 12,886 △    374 △  2.8 12,684 △    202 △ 1.6 

繰延建設補助金 50,800 49,284 △  1,516 △  3.0 48,024 △  1,260 △ 2.6 

借上賃貸住宅 
1,907 1,120 △    787 △ 41.3 522 △    599 △53.4 

資産減損勘定 

引当金 76,166 77,125 960 1.3 78,820 1,695 2.2 

その他固定負債 1 0 △      1 △100   0 0 0  

負債合計 848,934 825,801 △ 23,133 △  2.7 811,552 △ 14,249 △ 1.7 

資本金 105 105 0 0  105 0 0  

剰余金 398,866 409,383 10,516 2.6 417,760 8,378 2.0 

 
資本剰余金 360,582 370,164 9,582 2.7 379,428 9,264 2.5 

利益剰余金 15,861 15,861 0 0  15,861 0 0  

特定目的積立金 22,423 23,357 934 4.2 22,471 △    886 △ 3.8 

資本合計 398,971 409,488 10,516 2.6 417,865 8,378 2.0 

負債・資本合計 1,247,905 1,235,289 △ 12,616 △  1.0 1,229,418 △  5,871 △ 0.5 
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都営住宅等管理会計貸借対照表（３年推移）                                （単位：百万円、％） 

科目 
平成 

27年度 

平成28年度 平成29年度 

金額 増減額 増減率 金額 増減額 増減率 

流動資産 19,109 18,316 △   793 △  4.1 19,469 1,153 6.3 

 

現金預金 14,511 16,614 2,103 14.5 16,556 △    58 △   0.3 

有価証券 0 0 0 0.0 0 0 0.0 

未収金 1,642 961 △   681 △ 41.5 1,861 900 93.7 

前払金 2,956 741 △ 2,215 △ 74.9 1,052 311 42.0 

その他の流動資産 0 0 0 0.0 0 0 0.0 

固定資産 0 0 0 0.0 0 0 0.0 

資産合計 19,109 18,316 △   793 △  4.1 19,469 1,153 6.3 

流動負債 18,179 17,402 △   777 △  4.3 18,570 1,168 6.7 

 

未払金 16,828 16,987 159 0.9 17,337 350 2.1 

前受金 1,271 312 △   959 △ 75.5 1,103 791 253.5 

預り金 79 103 24 30.4 130 27 26.2 

その他流動負債 0 0 0 0.0 0 0 0.0 

固定負債 930 914 △    16 △  1.7 900 △    14 △   1.5 

 預り保証金 930 914 △    16 △  1.7 900 △    14 △   1.5 

負債合計 19,109 18,316 △   793 △  4.1 19,469 1,153 6.3 

剰余金 0 0 0 0.0 0 0 0.0 

 利益剰余金 0 0 0 0.0 0 0 0.0 

資本合計 0 0 0 0.0 0 0 0.0 

負債・資本合計 19,109 18,316 △   793 △  4.1 19,469 1,153 6.3 
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